
神戸市北区山田町東下字東所５９番１外

低層農家住宅地

農家住宅が多い古く
からの住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 50 30 低層農家住宅地

-

｢調区｣(60,100)
土砂災害警戒区域

兵庫県の景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、基調とし
ては緩やかに拡大している。個人消費も緩やかに持ち直している。

農家住宅が散在する地域であり、周辺環境に特段の変化はない。
不動産需給は緩慢で、地価は下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

農地の中に農家住宅が散在する旧来の農家集落地域であり、貸家の慣行が乏しく、賃貸事例の収集が困難であるため、収益
価格は試算しない。当該地域においては自用目的の取引が一般的であり、市場で成立した実際の取引価格により試算した比
準価格は規範性が高いと認められるので、比準価格を採用し、標準地神戸北－２２との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の
とおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は農地の中に農家住宅が散在する旧来の農家集落地域であり、地域要因に特別な変動要因はなく、当分の間は現状
を維持すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 20,200 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

19,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 22

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

0.0

-8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄箕谷駅
北西 3.8km

神戸電鉄箕谷
3.8km

(8)

南7m県道

｢調区｣
(60,100)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ７ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

241

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

16.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

19,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

17,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.5％ ％

88.3 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 3日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 10日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

4,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 19,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.3

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市北区の市街化調整区域内に存する住宅地域である。当該地域は旧来からの農家住宅を中心とし、地縁的
選好性を有する者以外の需要は期待し難い状況にある。需要・供給ともに少なく、取引される価格帯も多様であり、需要の
中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 1－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所神戸支所

林　健太郎



神戸市北区南五葉３丁目７番６

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 60 30 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

住民の高齢化が急速に進む一方、若年層の所得環境の低迷、利便
性指向の高まり等もあり、北区の古い住宅団地の地価は下落傾向。

高度経済成長期に開発された古い住宅団地の一画地の規模は、近
年の若年層が望む大きさと比べてやや過大となっている。

個別的要因に変動はない。

近隣地域ではアパート等の収益物件も見られるが、公法上の規制等から事業採算性は乏しいと判断し、収益還元法の適用は
断念した。近隣地域における需要の中心は戸建住宅であり、地価水準も戸建住宅地としての利用を前提に形成されている。
このようなことから、信頼度の高い複数の取引事例から試算され市場性を反映した比準価格を標準に、代表標準地としての
価格の変動状況の検討を踏まえて、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

地域要因に特別の変動はなく戸建住宅を中心とする現状を維持するものと予測する。居住者の高齢化や画地規模が近時の需
要に比してやや過大であること等から需要は減退し、地価は下落傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 79,000円／㎡

公示価格 78,500円／㎡

標準地番号 神戸北 28-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

78,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 28

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄西鈴蘭台駅
南西 800m

神戸電鉄西鈴蘭台
800m

(8)

南東8m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「南五葉３－７－１８」

②地積

（㎡）

244

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3 -0.6％ ％

100 ］

99.4［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 7日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 24日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

19,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 78,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

63,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸電鉄沿線の圏域に存する住宅地域である。主な需要者は、神戸市中心部等の事業所へ通勤する勤労者で
同じ沿線の居住者が多い。区画整然とした住宅地域で住環境が良く、最寄り駅にも徒歩圏にあるが、開発されてから４０年
以上が経過し住民の高齢化が進む一方、都心回帰の動きに見られる利便性指向の高まりの影響を受け、地価は下落傾向が続
いている。需要の中心となる価格帯は、２４０㎡の土地で１８００万円～２０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 2－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



神戸市北区有馬町字石倉４５７番１

戸建住宅地

小規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 20 50 戸建住宅地

-

２住居(60,160)

政府の経済政策により、都心部の地価上昇傾向が概ね継続する中、
都市部以外の地価は地価低落傾向が持続する傾向にある。

有馬地区内で小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域である。中心部
は活況化しつつあるが、基準地周辺環境に目立った変化は認めら
れない。

個別的要因に変動はない。

有馬温泉に所在する小規模戸建住宅が主体の地域であり、共同住宅等の収益物件は殆んど見られず、自用目的での取引が中
心である。基準地は、画地規模が小さく、立地的にも、事業収支の観点から賃貸経営を想定することが合理的でないため、
収益還元法は非適用とした。よって、比準価格を標準とするとともに、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の
通りと決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、有馬温泉中心部からやや離れた小規模住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、今後とも現状のまま推移するものと予
測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 37,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+5.0

0.0

0.0

-3.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄有馬温泉駅
東 800m

神戸電鉄有馬温泉
800m

(8)

南3.5m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　
(60,160)

特にない 基準方位　北
３．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

117

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.5  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 115  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2 ％ ％

101.9 ］

98.9［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 24日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

4,260,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸電鉄有馬線及び三田線で、概ね神戸市の圏域に存する小規模住宅地域である。需要者の中心は、神戸市
北区居住者が大半を占める。有馬温泉の住宅地であり需要者が限定され需要は弱含みである。土地は４００万円台の物件が
需要の中心を占めている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 3－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



神戸市北区ひよどり台１丁目１１番４

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北65 50 25 35 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

一部で開発業者の投資も見られるが、依然土地需要は弱含みで推
移している。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

　神戸市中心部及び阪神間への勤務者または事業者の世帯が多い住宅団地に在り、戸建住宅が中心である。周辺には公営の
共同住宅はあるが、収益目的の共同住宅等への投資は見られず、自己使用目的の取引が殆どである。よって説得力をもつ比
準価格を標準に、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域であり、今後とも現状の住環境を維持するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 58,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

57,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 28

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+10.0

+24.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄西鈴蘭台駅
南西方 4.7km

神戸電鉄西鈴蘭台
4.7km

(8)

南7m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北７ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

288

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 270  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

57,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.2％ ％

137.8 ］

99.4［ ］ 103.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 27日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

16,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 57,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は神戸電鉄沿線の大規模開発された住宅団地内の住宅地域を中心とする。需要者は同一需給圏内及び神戸市並
びに阪神地区の居住者が多い。圏内では住民の高齢化並びに大規模開発団地の供給が続くため、旧い住宅団地での需要は、
それ程旺盛とはいい難く、市場はやや弱含みな状態が続いている。土地は２８０㎡前後で総額１６００万円から１７００万
円程度が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 4－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社川渕不動産鑑定

川渕真平



神戸市北区有野町唐櫃字平垣２２１８番１

戸建住宅地

一般住宅と農家住宅
等が混在する住宅地
域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 40 70 60 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

兵庫県の景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、基調とし
ては緩やかに拡大している。個人消費も緩やかに持ち直している。

旧集落の農家住宅地域であり、周辺環境に特段の変化はない。不
動産需給は緩慢で、地価は下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

農家住宅も混在する旧集落の住宅地域であり、公法上の規制等により、事業採算性の観点から有効な賃貸住宅を想定するこ
とが困難であるため、収益価格は試算しない。当該地域においては自用目的の取引が一般的であり、市場で成立した実際の
取引価格により試算した比準価格は規範性が高いと認められるので、比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑
定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

当該地域は、一般住宅と農家住宅等が混在する住宅地域である。地域要因に大きな変動はなく、当分の間は現状を維持する
と予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 34,800 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-4.0

+8.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄神鉄六甲駅
南西 420m

神戸電鉄神鉄六甲
420m

(8)

西4.5m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

156

( )

⑨法令上の規制等

台形
2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

34,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.7％ ％

105.8 ］

98.9［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 10日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

5,340,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 34,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸電鉄沿線で、概ね神戸市北区の圏域に存する中・小規模の住宅地域である。当該地域は農家住宅も混在
し、地縁的選好性を有する者以外の需要は少ない。需給は緩慢で、価格は依然として下落傾向にある。取引される価格帯は
多様であり、需要の中心となる価格帯は見出せない状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 5－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所神戸支所

林　健太郎



神戸市北区西山１丁目２６番４

戸建住宅地

中規模住宅が建ち並
ぶ区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 50 20 20 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

景気回復基調が強まりつつあり、不動産需要も全体的に回復傾向
が継続しているが、一方で経済不透明感も増している状況にある。

地域要因に特段の変動はない。

個別的要因に変動はない。

当該基準地の所在する地域は、整然と開発された住宅団地内にある区画で、戸建賃貸住宅が存在しても転勤等の特殊な事情
に基づくものが中心であり、経済的に賃貸事業は成り立つ地域ではないため、収益還元法を適用しなかった。よって、上記
市場の特性を考慮し、市場の実態を反映した実証的な比準価格を採用し、地価公示標準地価格からの検討結果にも留意の上、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域である。地域要因に格別の変動はなく、当面は戸建住宅地域として推移する
ものと予測する。地価は実需を反映して安定的に推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 51,800 円／㎡

公示価格 51,800 円／㎡

標準地番号 神戸北 14-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

51,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 14

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄田尾寺駅
西方 1.2km

神戸電鉄田尾寺
1.2km

(8)

南東6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　６
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

179

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 170  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

51,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

51,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 102.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 29日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

9,270,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 51,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線及び三田線沿線に位置する中規模一般住宅地域である。需要者は圏内の居住者が多く、圏外か
らの転入者は少ない。大規模住宅団地内に存する区画整然とした住環境が良好な既存の住宅地域であり、市場動向について
は、概ね横這いで推移している。土地は９００万円程度（１７０㎡程度）、新築戸建は２５００～３０００万円程度が需要
の中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 6－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）近藤総合鑑定所

近藤　久男



神戸市北区山田町上谷上字ヤンゲン７番６３

戸建住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 30 60 戸建住宅地

-

１低専(40,80)
土砂災害警戒区域

神戸市北区の新興住宅地域や利便性に優れる地域の需要は安
定しているが、古い住宅団地等の需要は縮小傾向にある。

周辺で新築住宅が増加しているが、高齢化率は高く、自然災
害も懸念され地価は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地内にあり、公法上の規制等により経済的に賃貸事業が成立する地域ではないため収益
還元法は適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指標として取
引価格を決定することが通常と認められる地域であることから、市場の実態を反映した比準価格を採用し、代表標準地
との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

小規模開発団地内の住宅地域であり、周辺の未利用地に新築住宅が増えつつあるが高齢化率は高い水準にあり、地価の
下落傾向が継続している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 35,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

34,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

-2.0

+7.0

+1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄大池駅
南西 600m

神戸電鉄大池
600m

(8)

西6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北６ｍ市
道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

161

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

34,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.0％ ％

104.8 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 29日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

5,570,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 34,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線等の沿線で、神戸市北区に存する住宅団地である。需要者は神戸市内中心部へ通勤する神
戸市居住者が中心になると考えられる。利便性等の優れる新興住宅地の需要は増加している一方、既存の開発団地では
高齢化の進行から供給圧力が高まっており、地価は下落傾向が継続している。土地は本件基準地と同規模であれば５５
０万円程度が需要の中心価格帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 7－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市北区若葉台２丁目３番６０８

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ区画整然とし
た住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北15 20 55 30 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

景気は回復傾向にあるが、相対的に北区は土地需要が低く地価は
近年開発が進む北神地区の一部を除き、微落又は横ばいで推移し
ている。

地域の価格形成要因に変動を与えるような要因は特にない。

個別的要因に変動はない。

大阪、神戸への勤務者または事業者の世帯が多い住宅地域の一部であり、自己使用目的の取引がほとんどである。対象基準
地は戸建住宅用に開発された住宅地で経済合理性の成り立つ賃貸事業を想定することが非現実的であるため、収益価格は試
算しなかった。当地域は快適性を重視する住宅地域であるため、比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評
価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
ＲＣ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、今後とも現状の住環境を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 76,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

75,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 21

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+6.0

+6.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄北鈴蘭台駅
北東 700m

神戸電鉄北鈴蘭台
700m

(8)

西4.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「若葉台２－１５－１０」

②地積

（㎡）

180

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.5 ｍ、　奥行　約 13.5  ｍ、　規模 180 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

75,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

91,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3％ ％

120.3 ］

99.9［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 3日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 27日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

13,500,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 75,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線及び粟生線沿線で、概ね神戸市北区南部の市街化区域の住宅地域。需要者は、同一需給圏内及
び神戸市や阪神間諸都市の居住者が多い。古くに開発された地域で駅からの利便性も劣るため需要は弱含み。土地約１８０
㎡、総額１，４００万円前後が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 8－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社栄総合鑑定

多田　敏章



神戸市北区山田町上谷上字畑開地７９番

低層住宅地

中規模の農家住宅が
多い傾斜地の住宅地
域

13

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 20 50 低層住宅地

-

１低専(50,100)

景気回復基調が強まりつつあり、不動産需要も全体的に回復傾向
が継続しているが、一方で経済不透明感も増している状況にある。

地域要因に特段の変動はない。高齢化や人口の減少傾向等を背景
に住宅需要は弱い。

個別的要因に変動はない。

対象地は比較的規模の大きい農家住宅が多い住宅地域で、自用目的の戸建住宅用地の取引が中心である。賃貸市場が未成熟
のため収益還元法は適用しなかった。したがって、比準価格を採用し、地価公示標準地等との検討も踏まえ、また前年基準
地の価格からの変動率等を総合的に検討した結果、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ１

当該地域は中規模の農家住宅が多い旧来の住宅地域であり、地域要因に特段の変動要因はなく、今後も現状維持で推移する
ものと予測する。地価水準についてはやや下落傾向で推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,000 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

35,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 37

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

+8.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄谷上駅
北東方 970m

神戸電鉄谷上
970m

(8)

南東4m市道､南西側
道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　４ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

247

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 250  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

39,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4 ％ ％

111.2 ］

98.8［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0

0.0

方位

角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

35,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

36,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.0 ］

98.4［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 29日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

8,770,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は、神戸電鉄有馬線及び粟生線沿線に位置する住宅地域である。需要者は神戸市及び阪神間諸都市の居住
者及び地縁者等が大半を占める。周辺は交通利便性が劣る分譲住宅団地が多く、これらの団地の間に残った旧来の住宅地は
外部からの転入が乏しく、高齢化や空き家の増加を背景に需要は弱い。このため、需要の中心となる価格帯は把握が困難で
あり、広域的な見地から地価は今後も弱含みで推移すると予測される。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 9－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

（有）近藤総合鑑定所

近藤　久男



神戸市北区有野台６丁目１７番１０

戸建住宅地

中規模の一般住宅が
多い区画整然とした
住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 20 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

景気は回復基調にあり、不動産需給関係も改善しているが、郊
外の需要は弱く、北区の地価は総じて下落傾向にある。

比較的古くに開発された住宅団地であり、周辺環境等に目立っ
た変化は見られないが、相対的な住宅選好性は低下している。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、自用目的の個人が取引の中心となっている。転勤等に伴う一時的
な貸家以外に賃貸物件は見られず、経済合理性の成り立つ賃貸事業の想定が非現実的なため収益価格は試算しなかった。
比準価格は同一団地及びその周辺から規範性の高い事例を収集し得たためその信頼性は高い。以上より、標準地との均衡
に留意し、市場の実態を反映した実証的な比準価格をもって、上記のとおりに鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

比較的古く開発された住宅団地であり、当面は現状の環境下で推移するものと予測されるが、地域住民の高齢化等が懸念
される。地価は郊外の住宅地においては下落傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

35,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+9.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄五社駅
北東 1.7km

神戸電鉄五社
1.7km

(8)

北6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

219

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0 ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 220 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

35,900 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6％ ％

101.4 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 4日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 27日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

7,860,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 35,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線、三田線沿線で概ね神戸市の中規模一般住宅を中心とする住宅地の圏域である。需要者の中
心は神戸市北区内の居住者であり、同一需給圏外からの転入者は少ない。基準地が存する住宅団地は比較的古くに開発さ
れており、バス圏で利便性は劣るため需要は弱含みである。市場の中心価格帯は基準地と同規模で７５０～８００万円程
度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 10－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

はまもと不動産鑑定

濵本佳子



神戸市北区星和台２丁目１３番９

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 30 70 20 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

兵庫県の景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、基調とし
ては緩やかに拡大している。個人消費も緩やかに持ち直している。

中規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、周辺環境に特段の変
化はない。不動産需給はやや緩慢で、地価はやや下落傾向である。

個別的要因に変動はない。

自己使用の戸建住宅を中心とした地域であり、公法上の規制等により、事業採算性の観点から有効な賃貸住宅を想定するこ
とが困難であるため、収益価格は試算しない。当該地域においては自用目的の取引が一般的であり、市場で成立した実際の
取引価格により試算した比準価格は規範性が高いと認められるので、比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑
定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域である。地域要因に大きな変動はなく、当分の間は現状を維持
すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 71,400 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

70,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 28

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+7.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄西鈴蘭台駅
南西 1.5km

神戸電鉄西鈴蘭台
1.5km

(8)

東6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

230

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

70,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.8％ ％

109.1 ］

99.4［ ］ 101.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 3日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 10日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

16,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね北区の神戸電鉄有馬線・粟生線沿線に存する中規模一般住宅地域である。需要者は神戸市内の居住者が多
く、圏外からの転入は少ない。当該地域は、昭和３０年代後半から開発された大規模な住宅団地であり、最寄り駅からやや
距離がある。需給はやや緩慢で、価格はやや下落傾向にある。取引の中心価格帯は、土地は１，０００万円台後半（２３０
㎡程度）、新築戸建は３，０００万円台前半である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 11－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

一般財団法人日本不動産研究所神戸支所

林　健太郎



神戸市北区日の峰３丁目２２番４

戸建住宅地

中規模一般住宅の多
い区画整然とした住
宅地域

19

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 50 戸建住宅地

-

１低専(50,100)
地区計画等

神戸市北区の新興住宅地域や利便性に優れる地域の需要は安
定しているが、古い住宅団地等の需要は縮小傾向にある。

日の峰２丁目で昨年秋に商業施設ミリオンタウン神戸北町が
完成した。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅用に開発された住宅団地内にあり、公法上の規制等により賃貸住宅の想定が困難であることから収益還元法は
適用しない。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指標として取引価格を
決定することが通常と認められる地域であることから、市場の実態を反映した比準価格を採用し、類似地域に存する標
準地及び指定基準地との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、今後も現状を維持しつつ推移すると予測する。居住環境、
利便性等が良好で、地価は安定的に推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 80,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

80,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 11

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+3.0

-6.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄箕谷駅
西 1.5km

神戸電鉄箕谷
1.5km

(8)

南6m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない 基準方位北　　　
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

184

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

80,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

75,900 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

96.8 ］

99.7［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

80,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+14.0

-3.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

91,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

116.1 ］

99.8［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 29日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

14,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 80,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

64,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線等の沿線で、神戸市北部の中規模一般住宅を中心とする住宅地域である。需要者は神戸市
内中心部へ通勤する同市内の居住者が中心である。対象地の存する日の峰地区は良好な居住環境が維持されており、商
業施設等が集積し利便性も良好である。また高速道路を利用し三宮まで運行するバス便が利用可能で都心への接近性に
も優れ、需給関係は安定している。土地は対象地と同程度の画地規模で１，５００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 12－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市北区東大池３丁目３６１５番７

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 40 40 60 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

一部で開発業者の宅地分譲も見られるが、総じて土地需要は弱含
みで推移している。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

　住宅団地内にあり、ほとんどを戸建住宅が占めており、転勤等に伴う一時的な貸家を除き収益物件は見当たらず自用目的
の取引が中心である。戸建住宅を中心とする既成住宅地にあり、経済合理性の観点から賃貸市場は成立していない。したが
って収益価格は試算しない。よって本件においては市場の実態を反映した実証的な比準価格に基づき、鑑定評価額を上記の
通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模戸建住宅が多い住宅地域であり、格別の変動要因が無いので当面、現況のとおり推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 36,800円／㎡

公示価格 36,400円／㎡

標準地番号 神戸北 20-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

36,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄大池駅
南東方 800m

神戸電鉄大池
800m

(8)

北東5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位北　　　
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「東大池３－２４－１６」

②地積

（㎡）

193

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

36,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.6 -0.5％ ％

100 ］

99.2［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 27日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

6,990,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 36,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

29,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、神戸電鉄有馬線及び三田線沿線の各駅から徒歩圏内の一般住宅地域である。需要者は神戸市内の居住者が
多い。昭和４０年代に開発分譲された住宅団地内の住宅地域であり、街並みの古さは否めず、周辺には新規の住宅供給も見
られること等により需要は弱く、地価は依然、緩やかな下落基調にある。対象基準地と同規模の土地で７００万円程度が需
要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 13－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社川渕不動産鑑定

川渕真平



神戸市北区山田町小部字南山２番５９８

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北75 75 30 50 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

一部で開発業者の宅地分譲も見られるが、総じて土地需要は弱含
みで推移している。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

　中規模一般住宅を中心とする住宅地域であり、収益物件は戸建住宅が転勤等により賃貸される場合が散見される程度で、
自用目的の取引が中心である。需要者は収益性よりも市場性や居住の快適性を指標として取引を行うものと考えられる。取
引事例は同一需給圏内の類似地域等に存する多数の事例を収集し得た。よって、代表標準地との比較検討を踏まえたうえ、
市場性を反映し、実証的な比準価格をもって、鑑定評価額を決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が多い区画整然とした住宅地域で、地域要因に特別の変動はなく、今後も現状を維持していくも
のと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 51,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

50,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 28

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-1.0

+55.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄鈴蘭台駅
南東 850m

神戸電鉄鈴蘭台
850m

(8)

南6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特記すべき事項はない。 基準方位　北６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

162

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.5  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.4 ％ ％

156.5 ］

99.4［ ］ 103.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 24日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

8,150,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 　同一需給圏は、神戸電鉄有馬線及び神戸電鉄粟生線沿線で、概ね神戸市の圏域に存する中小規模の住宅地である。中心と
なる需要者は神戸市内の居住者が多い。郊外の住宅地域であり、人口減少・都心回帰の影響等もあり、北区における住宅地
への需要は一部の新興住宅団地を除き、依然弱含みである。基準地と同規模の土地で８００万円～９００万円程度が需要の
中心を占めている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 14－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

14 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

清水重善不動産鑑定所

清水重善



神戸市北区山田町小部字大平６番１２外

戸建住宅地

中小規模一般住宅が
多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 30 30 20 戸建住宅地

-

１中専(60,200)
土砂災害警戒区域

景気は回復傾向にあるが、相対的に北区は土地需要が低く地価は
近年開発が進む北神地区の一部を除き、微落又は横ばいで推移し
ている。

地域の価格形成要因に変動を与えるような要因は特にない。

個別的要因に変動はない。

大阪、神戸への勤務者または事業者の世帯が多い住宅地域の一部であり、自己使用目的の取引がほとんどである。対象基準
地は市場性等から賃貸経営上合理的な建物の想定が困難なため、収益価格は試算しなかった。当地域は快適性を重視する住
宅地域であるため、比準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅が多い住宅地域であり、今後とも現状の住環境を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+8.0

-11.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄鈴蘭台駅
東 1.8km

神戸電鉄鈴蘭台
1.8km

(8)

南西5.5m市道

１中専
(60,200)

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北　　　
５．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

113

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 110 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

40,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.4％ ％

91.3 ］

99.5［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 3日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 27日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

4,520,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 40,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線沿線で、概ね神戸市北区南部の市街化区域の住宅地域。需要者は、同一需給圏内及び神戸市や
阪神間諸都市の居住者が多い。古くに開発された地域で駅からの利便性も劣るため需要は弱含み。土地約１２０㎡、総額５
００万円前後が取引の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 15－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

15 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

有限会社栄総合鑑定

多田　敏章



神戸市北区鳴子１丁目９番１６

戸建住宅地

中規模一般住宅の多
い区画整然とした住
宅地域

2

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 20 90 80 戸建住宅地

-

１低専(40,80)

北区においては人口減少に加え開発後相当程度の年数が経過した
住宅団地では住民の高齢化が進み、総じて需要は減退している。

中規模一般住宅の多い区画整然とした住宅地域であり、地域要因
に格別の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地は戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域内に存しており、当該地域においては自用目的による戸建住宅地として地価水準
が形成されている。したがって、アパート等の賃貸用共同住宅の収益性に見合った地価水準は形成されておらず、収益還元
法の適用は断念した。このようなことから、信頼度の高い複数の取引事例から試算され市場性を反映した比準価格を標準に、
公示価格を規準とした価格及び指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中規模一般住宅が建ち並ぶ区画整然とした住宅地域であり、今後とも概ね現状で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

74,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 19

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-6.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄西鈴蘭台駅
南西方 900m

神戸電鉄西鈴蘭台
900m

(8)

東6m市道

１低専
(40,80)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

216

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

74,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

71,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.1％ ％

96.8 ］

99.4［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

73,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

79,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

105.1 ］

98.7［ ］ 101.0［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 1日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

16,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

59,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄沿線の圏域に存する大規模開発による住宅団地を中心とした住宅地域である。需要者は大阪・神戸方
面の事業所に勤務する会社員等が多く、圏域外からの転入需要は少ない。区画整然とした住宅地域で住環境も良いが、開発
後４０年近くが経過し都心回帰の傾向が強まる中、人口減少や住民の高齢化等もあり土地需要はやや減退している。需要の
中心となる価格帯は２１０㎡の土地で１５００～１６００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 16－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

16 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社山本総合鑑定

山本幸生



神戸市北区唐櫃台１丁目８７０番３５

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北45 90 20 15 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

雇用、所得環境の改善が続くなかで、不動産の需要は概ね堅調で
ある。北区の新設住宅着工戸数は減少傾向で推移している。

北区の人口は減少、高齢化率は増加傾向で推移している。地域要
因に特段の変化は認められない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域は中規模戸建住宅が建ち並ぶ住宅地域であり、自己使用目的の取引が中心である。対象基準地は戸建住宅用に開発
された住宅団地内に所在しており、経済合理性の成り立つ賃貸事業を想定することが非現実的であるため、収益価格は非適
用とした。当地域は居住の快適性を重視する住宅地域であるため、市場の実勢を反映した比準価格を標準とし、代表標準地
との検討を踏まえて鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模一般住宅が建ち並ぶ既成の住宅地域である。周辺地域では築古建物の取り壊しが見受けられる。地価水準は緩やかな
下落基調で推移すると予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 40,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 20

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

-4.0

-2.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄唐櫃台駅
北東 480m

神戸電鉄唐櫃台
480m

(8)

南東9m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「唐櫃台１－４－１０」

②地積

（㎡）

187

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

12.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

40,400 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

36,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.7％ ％

91.3 ］

99.5［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 19日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

7,550,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 40,400 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線及び三田線沿線で、概ね神戸市北区北部及び中部の住宅地域である。需要者は、同一需給圏内
及び神戸市並びに阪神間諸都市の居住者が大半を占める。旧来からの住宅地であり、住民の高齢化及び周辺地域における大
規模な新興住宅地の開発を背景に、需要は弱含みである。土地価格は約１８０㎡で７００万円～７５０万円が取引の中心と
なっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 17－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

17 兵庫県

所属分科会名

兵庫第3分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

桃山不動産鑑定

三宅裕江



神戸市北区鈴蘭台北町３丁目１３番３１

戸建住宅地

中小規模一般住宅が
多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 50 15 20 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

神戸市北区の新興住宅地域や利便性に優れる地域の需要は安
定しているが、古い住宅団地等の需要は縮小傾向にある。

地域要因に特別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

公法上の規制等により、事業採算性の観点から有効な賃貸住宅を想定することが困難であるため収益還元法は適用しな
い。自用目的の取引が中心の住宅地域であり、市場参加者は周辺での成約価格の水準を指標として取引価格を決定する
ことが通常と認められる地域であることから、市場の実態を反映した比準価格を採用し、代表標準地との検討も踏まえ、
鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は中小規模一般住宅が多い住宅地域であり、高齢化の進行から供給物件の増加が懸念される。地価は弱含みで
推移すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 68,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

67,700

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 28

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-2.0

+12.0

-1.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+2.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄鈴蘭台駅
北東 790m

神戸電鉄鈴蘭台
790m

(8)

北4.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　　
４．５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「鈴蘭台北町３－１５－２４」

②地積

（㎡）

107

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

7.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.0％ ％

113.0 ］

99.4［ ］ 100［ ］

102.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 29日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

7,250,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 67,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線及び粟生線の沿線で神戸市北区に存する住宅地域である。需要者は神戸市内の居住者が中
心となる。最寄駅から徒歩圏にあり神戸市中心部への接近性は比較的良好であるが、最寄駅から高低差のある経路で需
要は弱く高齢化等も進行し、需給緩和状態にあって地価は弱含みで推移している。土地は本件基準地と同規模で７００
万円台が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 18－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

18 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

広瀬不動産鑑定事務所

廣瀬　博一



神戸市北区若葉台４丁目２２番５６

低層住宅地

中規模一般住宅の多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 80 15 低層住宅地

-

１住居(60,200)

地価は２極化しており、都心部の地価上昇傾向にある反面、郊外
地域の地価は地価下落傾向にある。

最寄駅に近接する住宅地域であり、比較的堅調な需要がある地域
である。地域要因に大きな変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

北鈴蘭台駅からは近く、アパート等もみられるものの、中規模の一般住宅が多い地域であり、自用目的での取引が中心であ
る。基準地は、事業収益の観点から共同住宅を想定することが困難であると認められるため、収益還元法の適用は断念した。
以上から、市場の実態をより反映した比準価格を標準とし、本年公示価格との検討も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

当該地域は、中規模の一般住宅の多い区画整然とした住宅地域であり、地域要因に格別の変動は無く、今後も当分の間、現
状を維持していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 91,500 円／㎡

公示価格 91,400 円／㎡

標準地番号 神戸北 21-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

91,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 21

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄北鈴蘭台駅
東 150m

神戸電鉄北鈴蘭台
150m

(8)

東6.7m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北
６．７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「若葉台４－７－１９」

②地積

（㎡）

197

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 14.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

91,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

91,400 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.2 -0.1％ ％

100 ］

99.9［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 26日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

18,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 91,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

73,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸電鉄有馬線沿線で、概ね神戸市北区の南部地域に存する中規模の住宅地である。需要者は神戸市内の居住
者が大半を占める。駅から近距離にあり、居住にかかる利便性等による選好性が認められるため、需給は概ね安定的に推移
している。土地は１８００万円程度の物件が需要の中心を占めている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 19－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －

基準地番号 提出先

19 兵庫県

所属分科会名

兵庫第3分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

神戸シティ鑑定舎

小笠原　高宏



神戸市北区鈴蘭台東町４丁目５番１１

中層店舗住宅併用地

中低層事務所、店舗
が建ち並ぶ駅近くの
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 10 0 35 中層店舗住宅併用地

-

近商(90,300)
準防

土砂災害警戒区域

北区は人口が減少する中、住宅地開発が進む北部等では一部の
商業地需要は比較的堅調である。

鈴蘭台駅前地区の再開発事業により駅ビルが完成し、北区役所
の移転が完了する等利便性が向上している。

個別的要因に変動はない。

中低層事務所、店舗が建ち並ぶ駅近くの商業地域である。商業地では収益価格は指標とすべき価格であるが、試算の過程
に多くの想定要素を含むことを鑑み規範性はやや劣ると判断される。比準価格は同一需給圏内の類似地域等に存する事例
を収集し得、信頼性の高いものと思料される。以上より、市場性を反映した実証的な比準価格を標準とし収益価格を関連
付けて上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

事務所
ＲＣ３

中低層事務所、店舗が建ち並ぶ駅近くの商業地域である。平成３０年９月に再開発による駅前ビルが開業し、利便性が向
上している。地価は僅かながら上昇に転じるものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 152,000円／㎡

公示価格 152,000円／㎡

標準地番号 神戸北 2-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

153,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄鈴蘭台駅
東 120m

神戸電鉄鈴蘭台
120m

(8)

北西9m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

(90,300)

特にない ９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「鈴蘭台東町４－５－２９」

②地積

（㎡）

413

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.5 ｍ、　奥行　約 28.0  ｍ、　規模 400 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

158,000 円／㎡

111,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

152,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.7 +0.7％ ％

100 ］

100.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 4日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 6月 27日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

63,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 153,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

120,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は神戸市及びその隣接市の小売店舗商業地域である。需要者の中心は同一需給圏内に地縁を有する個人事業者、
中小法人等である。長期的には都心回帰による人口減の懸念等もあるが、景気の緩やかな回復を受けて需給は安定しつつ
ある。取引は少ないうえ、成約価格、画地規模等にばらつきがあり市場の中心価格帯は見出し難い状況にある。駅前再開
発の影響により駅周辺の整備が進み、地価は緩やかな上昇に転じつつある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

はまもと不動産鑑定

濵本佳子



神戸市北区星和台１丁目３４番８

低層店舗地

中規模の店舗が建ち
並ぶ路線商業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 70 70 80 低層店舗地

-

準住居(60,200)

景気は持続的な回復傾向が見られるものの、北区の商業地は総じ
て収益性が高まっている状況下にはなく、地価は横這いで推移し
ている。

地域要因に目立った変動はない。

個別的要因に変動はない。

対象基準地に対して予想される需要者は、自用物件として取得する事業者が中心で、収益目的のための投資家は殆どない。
事業者は不動産購入の意思決定に際し、採算性に着目しつつも、同一需給圏内における類似不動産の取引価格及びその動向
等を十分に把握し重要視するものと考えられる。このようなことから、試算価格の調整に当たっては、比準価格を重視し、
収益価格を比較考量して、指定基準地からの検討等をも踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

自動車関連の店舗を中心とする路線商業地域であるが、収益性が好転する状況にはなく地価は概ね横這いで推移しており、
暫くは現状を維持するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 103,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

103,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 1

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+8.0

+3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄西鈴蘭台駅
南西方 1.3km

神戸電鉄西鈴蘭台
1.3km

(8)

北西24m県道､背面道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　

南東側背面道とは相当の高
低差があり、二方路地の効
用は乏しいと判断した。

２４ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

758

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 750  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

106,000 円／㎡

73,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

110.1 ］

101.3［ ］ 100［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 5日　提出

宅地-1

0.0二方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

103,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

北（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+13.0

+30.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

152,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

148.1 ］

100.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[平成 31年 1月]

令和 元年 7月 1日 正常価格

令和 元年 7月 2日令和 元年 7月 1日

78,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 103,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

82,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は、神戸市北区を中心とする幹線道路沿いの路線商業地域である。需要の中心は、同一需給圏内に地縁性を有す
る中小規模資本の事業者であるが、近畿圏又は全国規模で事業展開するチェーン店からの引き合いもある。北区では従来か
ら開発規模の大きい住宅団地周辺の幹線道路沿いで自動車利用の客を取り込む沿道型店舗の立地が見られたが、現在でもそ
の特徴は残っている。取引される土地の規模は大小様々であり、需要の中心となる価格帯は把握し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第３分科会

業者名

印不動産鑑定士氏名

株式会社山本総合鑑定

山本幸生



神戸市北区谷上東町９番９外

低層店舗地

低層店舗等が建ち並
ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 85 20 0 低層店舗地

-

準住居(60,200)
地区計画等

兵庫県の景気は、一部に弱めの動きがみられるものの、基調とし
ては緩やかに拡大している。個人消費も緩やかに持ち直している。

低層店舗等が建ち並ぶ商業地域であり、周辺環境に特段の変化は
ない。不動産需給は概ね均衡しており、地価は横ばいである。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、市場における流通性の観点から、実際の取引事例価格を基礎としており、実証的な価格である。近隣地域は低
層店舗等が建ち並ぶ商業地域であり、需要者は収益性を重視した意思決定を行うと思料するが、賃貸借条件の個別性が強く、
規範性の高い賃貸事例を収集できなかった。したがって、本件では、実証性に優れた比準価格を重視し、収益価格を比較考
量のうえ、代表標準地との検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

店舗
Ｓ１

当該地域は、低層店舗等が建ち並ぶ商業地域である。地域要因に大きな変動はなく、当分の間は現状を維持すると予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

125,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

神戸北 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

+2.0

+17.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

神戸電鉄谷上駅
北東 260m

神戸電鉄谷上
260m

(8)

北18m県道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　
地区計画等

地区計画（谷上地区） １８ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「谷上東町８－２３」

②地積

（㎡）

972

( )

⑨法令上の規制等

3:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

50.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 900  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

128,000 円／㎡

105,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

152,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

121.5 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 元 令和 元年 7月 3日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
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令和 元年 6月 10日 正常価格

令和 元年 7月 1日令和 元年 7月 1日

122,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 125,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

98,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏の範囲は主として神戸市及び隣接市町に位置し、車輌交通量が多い路線商業地域である。需要者の中心は自用等
による路線商業施設の事業者等である。最寄り駅への接近性に優れ、かつ車両交通量も安定しているため、不動産需給は概
ね均衡しており、地価は概ね横ばいに推移している。需要の中心価格帯は取引自体に個別性が強いため、これを把握するこ
とは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

北（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

北（県） －5
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